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養護学校進路指導における ｢個別移行支援計画｣の開発

内 海 淳 ･原 智 彦*･中 西 郁**

Developing"IndividualTransitionSupportPlans"

forSpecialSchoolCareerGuidance

JunUtumi TomohikoHara KaoruNakanishi

Theindividualtransitionsupportplanhasbeendevelopedasanewsysteminthefieldofspecial

schoolcareerguidance.Theobjectiveofthisresearchistoexaminetheprocessofresearchanddeveト

opmentoftheindividualtransitionsupportplan,andtoclarifyitsrolesandcharacteristics.Ihaveor一

ganizedtheresearchanddevelopmentprocessfortheplanintothefollowingfourcategories:1)

preliminarywork,2)initialdraft,3)finaldraft,and4)practicalapplication.Ⅰnmakingtheshifttospe-

cialsupporteducation,theindividualtransitionsupportplanisconsideredanintegralpartofthein-

dividualeducationsupportplanatthehighschoollevel.Theindividualtransitionsupportplanis

expectedtoplayanimportantroleinfacilitatingsocialparticipationfollowinghighschoolgraduation.
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1,はじめに

養護学校進路指導は転換期にあり,新たな進路指導実

践が開拓されている｡ そのひとつは進路学習の実践であ

り,進路相談や現場実習 (就業 ･進路体験)と関連させ

ながら実践展開し,主体的な進路選択と社会参加を促す

実践となってきている｡ 次に開発されているのが個別移

行支援計画である｡個別移行支援計画は,表 1の年表に

見るように東京都を中心に開発されてきている｡ 個別移

行支援計画は,社会参加を関係機関と連携 (共通理解と

役割分担)しながら支援するツールである｡このツール

が有効に機能するためには地域の関係機関による地域

(支援)ネットワークが組織されていることが重要な要

素となる｡ 個別移行支援計画は実践的試行段階にあり,

2005年度から特別支援教育の個別の教育支援計画ととも

に本格的な実践的活用段階へ入る｡故に当面は,個別移

行支援計画の実践的活用の在り方が模索されるだろう｡

本稿では,東京都での個別移行支援計画の研究開発径

過を検討することにより,個別移行支援計画の特徴や意

味を明らかにしていく｡

*東京都立あきる野学園養護学校

**東京都教育庁指導部

2,個別移行支援計画開発の背景

1)進路指導実践基盤の変化1)

(1)高等部教育政策の変化

第一に,高等部整備 ･拡充政策は,希望者全員が高等

部に入学できる状況を形成し,障害のある生徒の社会参

加の時期を高等部卒業時とする段階に到達させた｡しか

し,各自治体の高等部整備の特徴により,必ずしも地域

で就学できる状況にはない｡

第二に,高等部教育政策は,生徒個人の職業能力開発

を重視する職業教育から,関係機関が連携して支援する

就業支援へと変化しつつある｡1990年代後半からの文部

科学省の就業促進 ･就業支援に関する調査研究等では,

関係機関との連携が課題とされ,個別移行支援計画が開

発されてきた｡

(2)自立観 ･障害観の変化

第一に,新たな自立観は支援を前提とする自立であり,

本人の自己決定や意志を尊重しようとする自立観である｡

知的障害教育の進路指導では ｢自己決定と本人参加｣な

どのキーワードで新たな自立観が語られてきた｡

第二に,WHOによる障害の捉え方は,国際障害分類

(1980年)から国際生活機能分類 (2001年)へと改定さ

れた｡これは医療モデルから人間と環境の相互作用モデ
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ルへの転換とも言われる｡このような障害の捉え方は新

たな自立観とも絡んで,環境の調整 ･整備により障害者

の活動と参加を促進するという問題の捉え方につながっ

ていく｡

(3)就労 ･福祉環境の整備

第-に,地域ゼ生きることを基本とする運動 ･実践 ･

施策が,適所施設 ･小規模作業所 ･グループホーム･家

族支援などの整備を促してきた｡このような就労 ･福祉

環境の整備は,地域で働き･暮らすことを基本的方向

(地域生活への移行)とするものであり,生徒が卒業後

の生活を進路選択できる現実的環境が整備されつ､つある｡

第二に,近年の就労拡充の実践 ･施策は,環境整備の

観点からの施策の展開である｡ 障害者雇用率の改訂,特

例子会社の拡大,障害者就業 ･生活総合支援事業 (就業 ･

生活支援センター),就労 ･雇用支援センター,障害者

雇用機会創出事業 (トライアル雇用),福祉的就労から

一般就労への移行促進,就労支援ネットワーク,職場適

応援助者 (ジョブコーチ)一支援事業などが近年の動向で

ある｡この10年障害者施策は,特に就労支援に重点が置

かれ,展開してきている｡

(4)新たな職域開拓と就労像の変化

第一に,知的障害者の伝統的な就労産業として製造業

が大きな位置を占めてきたが,産業構造の変化及び産業

の空洞化により新たな職域 ･職種の開拓が課題となって

いる｡ 高等部学習指導要領にも新たな職域を意識 した

｢情報｣｢流通 ･サービス｣が新設された｡新たな職域開

拓には,地域の産業 ･仕事を見直すこと及び地域の関係

機関が連携して組織的に開拓することが必要となる｡

第二に,就労産業の変化や雇用形態の多様化等からそ

の就労像も変化している｡つまり,進路指導が伝統的に

実践的前提としてきた就労像の転換が求められている｡

働くかたちをより多様なものと考えていくことが,就労

の多様な可能性を兄いだすことにもなる｡

(5)障害者福祉の転換

第一に,障害者福祉の仕組みは,従来の措置制度から

支援費 (契約)制度に転換された (2003年)｡行政が決

める福祉から利用者が選ぶ福祉への転換であり,居宅福

祉 (地域生活)重視の施策であったはずだが,居宅支援

の仕組み ･環境は十分に整備されていない｡そして,開

始されたばかりの支援費制度であるが,理念と財源の矛

盾から高齢者の介護保険と統合されようとしている｡さ

らに,障害者福祉の仕組みがより基本的な枠組みから見

直すことが検討されている｡

第二に,新たな福祉の仕組み (選択 ･契約)では,刺

用者としての意志が問われる｡ つまり,新たな福祉の仕

組みは,生徒が将来の福祉サービスの利用主体に位置づ

けることを要請している｡福祉サービスの利用は,相談

や支援を媒介することになるので,在学中の ｢相談しな

がら問題解決する体験｣が重要となってくる｡

(6)特別支援教育への転換

第一に,特別支援教育は,｢今後の特別支援教育の在

り方について｣報告が提言している方向であり,障薯児

の教育に関する新たな対象と仕組みの提案である｡新た

な仕組みの中核をなすのが ｢個別の教育支援計画｣･セあ

り,,,調整 ･連携役の特別支援教育コーディネーターであ

る｡

第二に,特別支援教育では,高等部段階の ｢個別の教

育支援計画｣の一環に,移行期を支援する新たな仕組み

である ｢個別移行支援計画｣の活用を位置づけ,2005年

度からの実施が予定されている｡ このような位置にある

個別移行支援計画を本稿では研究課題としている｡

2)個別移行支援計画開発の背景

(1)就職率の低下とその対応

知的障害養護学校卒業生の就職率は,1990年になると

大きく.低下していった｡具体的には1990年40.7%,1995

年33.4%,2000年27.0%,2003年22.4%と低下している2'｡

この就職率の低下の要因は,高等部整備拡充に伴う生徒

の重度化 ･多様化やバブル崩壊後の景気の低迷などが考

えられる｡ このような就職率低下のもとで,職業教育や

進路指導の改善が学校教育関係者の緊急の課題となった｡

文部省協力者会議 (1996)は,｢盲学校,聾学校及び養

護学校の高等部における職業教育等の在り方について｣

報告し,職業教育や進路指導の改善課題を提示した｡ま

た,総務省は文部省に勧告し,職業教育の改革と充実及

び進路指導の効果を高める方策 (関係機関との連携)杏

求めた3)｡このような報告や勧告は,1999年の高等部学

習指導要領改正にも影響を与えた｡さらに,文部省は就

業促進や就業支援の調査研究 ･実践研究に取り組んでい

くことになった｡また,障害者施策及び実践でも就労支

援が課題祝され,就労支援の施策や取り組みが本格化し

ていった｡このような背景には,就職率の低下やバブル

崩壊による離職などの問題とともに,大きな時代の流れ

として,ノーマライゼーション理念の浸透による地域生

活志向,そこでの就労問題の課題化が就労支援を時代の

課題に押し上げていく構造性があった｡

(2)新たな進路指導実践の開拓

進路学習は,進路の自己選択を促す実践的意図から

1990年頃から一部で試行されてきた｡生徒を進路選択の

主休に位置づけた進路指導の考え方 (実践の枠組みを進

路学習 ･現場実習 ･進路相談から構成)と実践例が,

｢新 ･教師のための福祉 ･就労-ンドブ､ツク｣に掲載さ

れて以後,高等部の実践に進路学習が普及していった｡

都立養護学校職業教育推進委員会報告書 ｢時代の変化に
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対応した職業教育の充実｣に,進路学習の考え方と実践

例が報告されたことは,新たな進路指導を開拓しようと

する問題意識が反映されたものであった｡進路学習の実

践的蓄積は,新たな進路指導開拓の先馬区けであり,その

後の実践開拓の基盤となり,個別移行支援計画の開発-

と発展していった｡

(3)就労支援ネットワーク

就労支援ネットワ-クの先駆けとして,｢大阪障害者

雇用支援ネットワーク｣が1996年に発足 した｡このよう

な取り組み等に刺激され,東京都福祉局では1999年に

｢障害者就労支援システム検討会｣を立ち上げた｡この

検討会は翌年に,｢地域における障害者め就労支援シス

テムの構築に向けて｣と題する答申をだした｡就労支援

と生活支援を一体的に提供するこの答申が基本となり,

東京都単独事業 ｢区市町村障害者就労支援事業｣が2000

年度から開始された｡さらに,東京都知的障害養護学校

就業促進研究協議会は前述の答申を学校教育の立場から

再構築した ｢就労支援システムにおける学校の役割｣を

提案 した (イメージ図含む)｡ここでは就業促進のため

に,関係機関が連携する就労支援ネットワークを構築す

ることの必要性が強調されている｡ ここには,就労支援

の課題性が,関係機関の連携 ･ネットワークを課題化す

るという関係が見られる｡

(4)｢21世紀の特殊教育の在り方｣報告と障害者基本

計画

｢21世紀の特殊教育の在り方｣報告4)は,その基本的

考え方において関係機関が連携した一環 した相談支援体

制の整備を提起している｡ また,後期中等教育機関への

受け入れ促進と生涯学習の支援の項では,｢職業的自立

を促進するため,就業を支援する方策について実践的な

研究を行い-中略-保護者や企業,労働,福祉機関等と

連携しながら,障害のある生徒の在学時から卒業後にわ

たる個別の就業支援計画を策定すること｣が提案されて

いる｡ これは進路指導における関係機関との連携と個別

の支援計画策定の提起である｡障害者基本計画の ｢教育 ･

育成｣では,｢社会的 ･職業的自立を促進するため,敬

育,福祉,医療,労働等の幅広い観点から適切な支援を

行う個別の支援計画の策定など障害のある子ども一人一

人のニーズに応じた支援体制を構築する｣ことが提起さ

れている｡ ここでも関係機関との連携と個別の支援計画

策定が提起されている｡

(5)アメリカ合衆国のITP

OECD (経済協力開発機構)のCERI(教育研究革新

センター)では,1978年からトランジッション研究に着

手した｡CERIではトランジッションを ｢成人になるこ

と｣と位置づけ,①自律と自立,②生産的活動,③社交

関係 ･地域参加 ･レクリエーションと余暇活動,④家庭

での役割遂行の4領域から捉えている｡ アメリカ合衆国

では,IEP(個別教育計画)の一部としてのITP(個別

移行計画)が1990年に制度化された｡1980年代から使用

されるようになった ｢移行｣の概念は,主にキャリア教

育から発展 したと考えられるが,QOL向上の観点を伴

いながら形成された5)｡ そして,移行概念 ･モデルは

｢学校から職場への移行｣から ｢学校から地域生活べの

移行｣へと変化してきた｡1990年代半ば頃から日本でも

紹介され,ITPという社会参加を支える仕組みととも

に,｢移行｣及び ｢移行期｣という捉え方が意識される

ようになった｡

(6)障害者ケアマネジメント

障害者ケアマネジメントへの具体的取り組みは,障善

者福祉改革が本格化 してきた1995年から始まった｡｢社

会福祉基礎構造改革について (中間まとめ)｣と ｢今後

の障害保健福祉施策の在り方について｣の報告書では,

ケアマネジメント手法による効果的なサービス提供の必

要性が論 じられている｡ ケアマネジメントの実践は,障

害者の地域生活を推進し,個々のニーズに応じた有効な

サービスを提供する実践である｡ そのサービスは,｢サー

ビス調整会議｣(地域ネットワーク)のもとで地域社会

資源や地域人的資源をっなぐことにより提供される｡ ･こ

れは関係機関が連携して総合的なサービスを提供するこ

とである6)｡ケアマネジメントの実践は,｢障害者ケアマ

ネジメント体制整備推進事業｣及び支援費制度の開始に

より本格化していったが,財源の在り方等により残念な

がら十全に機能していない｡個別移行支援計画の活用で

は,地域における基礎的な支援の仕組みである障害ケア

マネジメントと相互に理解し,連携していく必要性が大

きい｡

3,個別移行支援計画の研究開発経過

1)模索段階

都立養護学校職業教育推進員会平成11年度報告は,

｢時代の変化に対応した職業教育の充実｣をタイトルと

し,第4章を ｢職業教育の充実に向けた進路指導の在り

方｣にあてた｡そこでは ｢卒業後の就労 ･生活支援を見

通した新たな進路指導の新たな展開｣とする副題を設け,

新たな進路指導の在り方を提起した｡特に,進路学習の

考え方 (現場実習 ･進路学習 ･進路相談で構成), 3年

間の学習計画及び授業事例から新たな進路指導である進

路学習を展開している｡また,卒業後の生活の整理から

就労支援と生活支援の意義を確認し,地域就労支援シス

テムを構想している｡ この地域就労支援システムの構想

紘,ネットワークによる支援の萌芽構想であった｡

東京都知的障害養護学校就業促進研究協議会は,｢特
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表1 養護学校進路指導の動向

年 代 進路指導の動 向 関連事項

1989199319-94 ･学習指導要領の改訂(職業教育の充実､専門教科の新設､職業学科の設置､■※養護学校高等部の希望者全員就学運動･｢障害者基本法｣制定

コース制)

･｢発達の遅れ｣誌別冊｢教師のための福祉.就労-ン ドブック｣発行(現場実習
中心)

･養護学校進路指導研究会の発足(進路学習.個別移行支援計画の開発､大学

1995 ･｢発達の遅れと教割 誌｢社会参加をめざした進路決定｣を特集

199619971998199920002001200220032004 ･文部省協力者会議｢盲学校､聾学校及び養護学校の高等部における職業教 ※高等部整備に並行 して小規模作業所等

青等の在り方について｣報告=(新たな職域.職種の開拓､進路指導等の多様 の適所型施設の増却
化､企嚢との連携強化等) ※高等部の重度化.多様化

※文部省はこれ以後｢就業促進に関する醜査研究｣に取り組む- ※高等部の就職率低下･文部省協力者会議｢特殊教育の改善.充実について｣報告(高等部の整備拡充と_訪問教育の実施)･障害者雇用促進法の改正(知的障害を含む)･障害者就業.生活支援の拠点づくり試行

･｢発達の遅れと教育｣誌別冊｢新.■教師のための福祉.就労ハンドブック｣発行
(進路学習掲載).

･｢発達の遅れと教育｣誌｢青年期は青年らしく｣を特集

･｢発達の遅れと教育｣誌｢進路指導と移行サ-ビス｣を特集･.｢発達の遅れと教育｣誌｢働く_生活-の参加と支援｣を特集

･都立養護学校職業教育推進委員会発足

･学習指導要額改訂(個別の指導計画､職業的な自立の推進､情報.流通サー

ビスの新設) 的事業開始.･東京都｢障害者就労支援システム検討会｣

･｢発達の遅れと教育｣誌｢これからの進路支援｣を特集
･東京都｢時代の変化に対応した職業教育の充実｣方向でヽ新たな進路指導と
して｢進路学習｣を提起

･全国特殊学校長会｢障害者の新たな職域開拓に向けた職業教育等の調査研

究｣報告

･東京都知的障奮養護学校就業促進研究協議会発足(後に個別移行支援計画
の開発~を担 う) の発足

･東京都福祉検討会｢地域における障害者の就労支援システムの構築に向け ･高等部訪問教育の本格実施:高等部希望

･<JS* 者全員就学

･｢発達の遅れと教育｣誌｢積み上げる進路学習｣を特集 ※これ以後､障害者の社会参加する時期

･東京都｢時代の変化に対応 した職業教育の充実｣報告で､新たな進路指導の の基本が高等部卒業段階-移行

在 り方とし.て｢個別移行支援計画｣の構想を提起 ･障害者ケアマネジメン ト体制整備推進事業実施 ＼･文部科学省協力者会議｢21世紀の特殊教･｢21世範の特殊教育の在り方J報草で､生涯学習支援と個別の就業支援計
画が提起される 青の在 り方について｣報告

･東京都｢特殊教育諸学校､労働.福祉関係機関､企業等の連携を図った効果 ･文部科学省｢特殊教育課｣を｢特別支援教
的な職業教育及び進路指導の在 り方に関する研究｣_報告(学校間連携､新た ,育課｣-変更
な職域分析､.就労支援システム) ･障害者雇用機会創出事業開始(トライア

･東京都｢区市町村障害者就労支援事業｣開始(就労支援と生活支援の一体的 ル雇用)･障害者雇用促進法の改正(就業 .生活支
･｢発達の遅れと教育｣誌｢学校生活から社会生活人の移行支援｣を特集

..全国特殊学校長会｢障害児.者の社会参加をすすめる個別移行支援計画(就
業支援に関する調査研究報告書)｣発行 援センターの創設､ジョブコーチ事業の

･全国特殊学校長会 ｢進路指導のネットワーク｣調査 (校長会紀要)･｢発達の遅れと教育｣誌｢保存版進路.卒業後のサポー トガイ ド｣を特集(進路 実施).･｢障害者基本計画｣策定(個別の支援計画)･｢重点施策実施 5か年計画｣策定:新障害者プラン･文部科学省協力者会議｢今後の特別支援
学習.個別移行支援計画中心) 教育の在り方について｣報告

･｢今後の特別支援教育の在 り方｣報告で､｢個別の教育支援計画｣の一環に個 ･障害者福祉の支援費制度の開始･｢障害者基本法｣の改正

別移行支援計画を位置づける

･東京都｢個別移行支援計画 Q&A基礎編(就業支援に関する実践研究第-午 .
次報告書)｣発行

･東京都｢個別藤行支援計画 q&A応用編(就業支援に関する実践研究第二年
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表 2 東京都における個別移行支援計画の研究開発過程

経過 文献資料 主な記載内容 主な特徴
く模索段階〉(9都立養護学校職業教育推進委員 ①職業教育の充実に向けた進路指導の在 .1①進路学習の考え方と実践例

会｢時代の変化に対応 した職業教 り方(職業教育と進路指導､進路指導と進 が紹介 される､卒業後の生痕

青の充実｣(平成 11年度都立養護 路学習､就労支援.生活支援)②学校間の連携を図った進路指導の進め を整理 し､就労支援.生活支援

学校職業教育推進委員会報告書) の必要性を位置づける､地域

平成 12年3月､東京都教育庁指導部②東京都知的療害養護学校就業促 就労支援システムを構想する②李校閲連携の必要性 と連携

進研究協議会｢特殊教育学板､労 方､新たな職域の職務分析､就労支援シ のブロック化､都福祉局の｢地

働.福祉関係機関､企業等め連携 ステムにおける学校の役割 域における障害者の就労支援

を図つ.た効果的な職業教育及び進 ※今後の.課題で ｢個別の就業支援計画｣ システムの構築に向けて｣の答
路指導の在 り方に関する研究｣.(就 を提案 申を受けて､就労支援システ

業促進に関する調査研究報告書) ムにおける学校の役割をイメ

平成 13年2月 -ジ図に整理する

く義美段階〉(∋都立養護学校職業教育推進委員 く新たな進路指導の在 り方〉 ①個別移行支援計画が必要と

会｢時代の変化に対応 した職業教 ､1,進路指導の観点 される背景

青の充実｣(平成 12年度都立養護 2,個別指導計画に基づいた進路指導 ②移行支援ネ ッ トワークの構

学校職業教育推進委員会報告書.3,個別移行支援計画-ゐ展望 築

就業促進に関する調査研究)平成 (1)個別移行支援計画が必要とされる背景 ③個別移行支援計画 (試案)の

13年3月､東京都教育庁指導部 (2)卒業後の就労.生活支援の現状 作成

(3)個別移行支援計画の実施に当たって学 ･本人のプロフィール､将来の

枚教育に求められること 生活についての希望､必要と.

4,進路指導体制の充実 思われる支援､具体的支援(学t

5_,季校と関係機関との連携 校生活上進路先での生活､余暇.地域生活､出身学校の役割)-で構成 .④学校間.企業.関係機関との連携

く成案段階〉①全国特殊学校長会編｢障害児.者 1,個別移行支援計画の開発と活用 ①アメリ_カ合衆国汀Pの紹介

の社会参加をすすめろ個別移行支 2,高等部在学中の個別移行支援の作成 ②在学中の計画 と卒業後の計

援計画｣(教育.労働関係機関等が .と活用 画の二種類作成

連携した就業支援の在 り方に関す 3,卒業後指導につながる個別移行支援 ③在学中の計画は進路相談.堤

る調査研究報告書)平成 14年 7 p計画の作成 場実要中心､個別の指導計画

月､ジアース教育新社 _ 個別移行支援計画の位置づけ､個別 との関係を整理

移行支援計画の内容､個別移行支援 ④卒業後の計画の具体的支援

計画の活用 は家庭生活､進路先生活､余

4,個別移行支援計画を活用した関係機 暇.地域生活､医療.健康､̀出

関との連携 身校の役割

･労支援機間等-の中心的役割の移行し企業との連携における活用5,就業支援の体制､組織の実例の分析6,教育.労働関係機関が連携した就業支援に関する事業 就労支援ネットワークの実例 .

く活用段階〉①東京都知的障害養護学校就業促 (D個別移行支援計画全般(基本的考え方)､①個別移行支援計画の基本的

進研究協議会｢個別移行支援計画 個別移行支援計画(I)(作成.活用のボイン 考え方のポイン トの整理､移

q&A 基礎編｣(就業支援に関する ト)､個別移行支援計画(2)(作成.活用の 行支援計画(I).(2)の作成.宿

実践研究報告書)平成 15年6月､ ポイン ト)､就業支援の体制.組織と生活 用_の基本を解説､就労支援機

ジアース教育新社②東京都知的障害養護学校就業促 支援との連携､資料(保護者と教師め個別 関.企業.生活支援機関との連

移行支援計画の意畿調査) 携事例

②特別支援教育における個別移行支援計 ②個別の教育支援計画.個別の

進研究協議会｢個別移行支援計画 画の意義､個別移行支援計画(1)拒成の実 指導計画 との関係を整理､移

Q&A 応用編｣(就業支援に関する 例､個別移行支援計画(1)活用の実例､個 行支援計画(lト(2)の作成.宿

実践研究報告書)平成 16年 2月東 別移行女援計画(2)作成の実例､個別移行 用のボイン.トを実例をあげな

との連携のあり方､東京都.における継続 における個別移行_支援計画の
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殊教育諸学校,労働 ･福祉関係機関,企業等との連携を

図った効果的な職業教育及び進路指導の在り方に関する

研究｣で,学校蘭の連携と連携のブロック化を提案する

とともに,｢就労支援システムにおける学校の役割｣に

言及している｡学校の役割は ｢就労支援ネットワークの

形成,就労支援システム構築における役割｣と ｢就労支

援システムの中での具体的役割｣があるとし,就労支援

システムにおける学校の役割のイメ｢ジ図を作成してい

る｡ この就業促進研究協議会で学校の役割を特に意識し

ているのは,都福祉局障害者就労支援システム検討会の

答申 ｢地域における障害者の就労支援システムの構築に

向けて｣を受けて,就労支援システムにおける学校の役

割を再構築しようとしたことにある｡ なお,この調査研

究の今後の課題として ｢個別の就業支援計画に関する研

究の推進｣が提起されセいる｡

模索段階は,進路学習を象徴とする新たな進路指導を

開拓しようとする問題意識と就労支援のシステム化 (ネッ

トワーク化)が強く意識された段階である｡また,就労

支援とともに生活支援の必要性が共通認識となっている｡

そして,全国特殊学校長会の ｢障害者の新たな職域開拓

に向けた職業教育等の調査研究｣報告のように,就業促

進が模索されていた｡さらに,個別の就業支援計画の作

成が課題化されている｡

2)素案段階

都立養護学校職業教育推進委員会平成12年度報告は,

新たな進路指導の視点として進路学習 ･現場実習 ･進路

相談という実践的枠組みを確認し,学習指導要領で新た

に位置づいた個別の指導計画に基づいた進路指導 (在学

中の指導)を検討した｡そして,個別移行支援計画を構

想 ･展望 している｡ そこでは個別移行支援計画を ｢『学
校から社会へ』,『子どもから大人へ』という二重の意味

での移行期となる後期中等教育においては,直接的指導 ･

支援とともに,個々の生徒を取り巻く人々や環境を調整

し,スムーズな移行を実現しようとする個別移行支援計

画が必要となる｣と位置づけている｡ また, 1枚からな

る個別移行支援計画表 (試案)を作成しているが,その

構成は①本人のプロフィール,②将来の生活についての

希望,③必要と思われる支援,④具体的支援 (家庭生活,

進路先の生活,余暇 ･地域生活,出身学校の役割)であ

る｡ この個別移行支援計画表は,｢個別移行支援に関し

各関係機関が独自に作成する計画を概観できるようにし

たものであり,本人をはじめ,関係機関相互に確認し合

い,情報を共有化し連携を深めることを目的としている｣

書式である｡ 同時に同報告は,移行支援のネットワーク

構築,学校間の連携,学校と関係機関との連携に論究し,

支援ネットワーク構築への問題意識を深めている｡

素案段階の構想は,在学中の進路指導は個別の指導計

画,卒業後の進路指導は個別移行支援計画と役割分担さ

れている｡個別移行支援計画が卒業後の支援に限定され

たのは,まだ十分軌道に乗っていなかった個別の指導計

画との関係があった｡素案段階で個別移行支援計画が作

成された背景 ･契機は,①新たな進路指導を開拓しよう

とする問題意識が関係者にあったこと,②個別の指導計

画の実践が開始されており,個別の計画を作成すること

を当然視する共通意識があったこと,③ ｢個別の就業支

援計画｣という構撃が ｢21世紀の特殊教育の在り方｣報

告 (中間まとめ)に提示されていたこと (前述の東京都

知的障害養護学校就業促進研究協議会の調査研究報告書

でも指摘あり),④アメリカ合衆国のITP制度化が関係

者の問に紹介され,問題意識を培ったことなどが考えら

れる｡

3)成案段階

全国特殊学校長会は素案段階の構想を本格化すべく,

文部科学省の ｢教育と労働機関等が連携した就業支援の

在り方に関する調査研究｣の委嘱を受けた｡この調査研

究は,｢21世紀の特殊教育の在り方｣報告の提起を受け

たものであり,東京都知的障害養護学校就業促進研究協

議会報告の今後の課題 (個別の就業支援計画に関する研

究の推進)を受けたものである｡そして,個別移行支援

計画の研究開発は,東京都知的障害養護学校就業促進研

究協議会がり⊥キンググループとして担当した｡

成案段階の個別移行支援計画は,在学中の支援計画で

ある ｢個別移行支援計画(1)｣ と卒業後の支援計画であ

る ｢個別移行支援計画(2)｣が作成された｡個別移行支

援計画(1)は,進路相談,本人 ･保護者の希望,支援計

画,現場実習から構成されている｡これは毎年更新され

る1枚の在学中の支援計画であり,特に個別の指導計画

との関係が課題となっており,その整理が試みられてい

る｡個別移行支援計画(2)は,大枠は素案段階と同じで

あるが,具体的支援の領域が ｢家庭生活,進路先の生活,

余暇 ･地域生活,医療 ･健康,出身学校の役割｣から構

成され,新たな支援領域として ｢医療 ･健康｣が加えら

れた｡この医療 ･健康の領域は,肢体不自由養護学校な

どの生徒の実態を考えると不可欠な領域となっている｡

さらに､,関係機関との連携の考え方及び就労支援ネット

ワークが個別移行支援計画を活用する観点から検討され

ている｡

成案段階は素案段階で個別移行支援計画(2)の書式が

できていたこともあり,リアリティのある検討がなされ,

個別移行支援計画としても具体性のある構想となってい

る｡ また,この調査研究の契機は,｢個別の就業支援計

画｣の研究開発にあったが,将来的な使用も考慮し,秦
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案段階の表現 ｢個別移行支援計画｣を用いることとなっ

た｡しかし,この調査報告は,調査研究の主旨とも絡ん

で一般就労する生徒を前提に個別移行支援計画が開発さ

れている｡

4)活用段階

東京都知的障害養護学校就業促進研究協議会は,｢就

業支援に関する実践研究｣の委嘱を文部科学省から受け,

個別移行支援計画の研究開発を具体化していった｡そこ

では,理解 ･啓発資料の作成を目的にQ&A形式のマニュ

アルづくりが意図され,実践的試行を背景に,｢個別移

行支援計画 Q&A基礎編｣と ｢個別移行支援計画 Q&A

応用編｣が作成された｡

個別移行支援計画 Q&A基礎編は,個別移行支援計画

の意義 ･書式等に重点がおかれ,その基本的考え方及び

作成 ･活用の基本を図的表現を多用しながら解説 してい

る｡ 例えば,｢個別移行支援計画は,生徒本人のニーズ

をもとにした支援の在り方と支援者の役割分担を明確に

するという意味で重要です｣という指摘や移行期 ･移行

の概念を明確にしている｡ 成案段階の暖味な部分やわか

りにくい部分をQ&A形式で解説することにより,関係

者に普及 ･啓発するのにふさわしい形式になっている｡

ネットワーク構築に関しても,就労支援､機関 ･企業 ･生

活支援機関との連携事例が分析されている｡

個別移行支援計画 Q&A応用編は,実践的試行を背景

に活用方法の解説に重点がおかれている｡ 特別支援教育

への転換を意識 しなか ら個別の教育支援計画 ･個別の指

導計画 ･個別移行支援計画の関係も基礎編での位置づけ

を再整理 して∫いる｡ そして,個別移行支援計画の作成 ･

活用のポイントが実例をあげながら具体的に説明されて

いる｡さらに,関係機関との連携における個別移行支援

計画の活用事例を分析 ･紹介している｡ ここに至って,

個別移行支援計画の本来の目的 (関係機関と連携するた

めのツール)に接近できた｡

活用段階は実践的試行を背景に,個別移行支援計画の

基礎編 ･応用編が作成された｡基礎編 ･応用編は,個別

移行支援計画を普及 ･啓発する役割を果たす内容となっ

ている｡ 実践的試行から個別移行支援計画の成果と課題

も一定明らかになってきている｡(彰個別移行支援計画を
l

活用する羊とにより在学中の地域生活が充実する,②関

係機関との連携の充実から関係者の授業参加 ･関係者の

アドバイスによる授業改善が図られる,③個別移行支援

計画の活用が地域の相談支援体制 (ネットワーク)の構

築につながるなどの成果が指摘されている｡ 今後の課題

として,①相談会議 (移行支援会議)の確立,②生徒の

自己選択 ･決定できる力の育成などが指摘されている丁†｡

4,研究開発の特徴と意味

1)就業支援の組織的研究

個別移行支援計画の研究開発は,都立養護学校職業教

育推進委員会 ･全国特殊学校長会 ･東京都知的障害養護

学校就業促進研究協議会の組織的な研究として取り組ま

れてきた｡またその研究は,文部科学省の委嘱による就

業促進 ･就業支援に関する調査研究 ･実践研究として取

り組まれてきた｡研究開発の背景で述べたように,それ

は高等部整備拡充に伴う就職率低下という問題を契機と

する職業教育や進路指導の改善課題にアプローチする就

業促進 ･就業支援政策であった｡その政策は,従来の職

業教育の充実による生徒の職業的能力開発だけではなく,

新たな職域開拓や関係機関の連携等を課題とする就業促

進 ･就業支援の政策であった｡個別移行支援計画の研究

開発には,このような大きな時代の文脈があり,一般就

労を前提とする就業支援に関心が焦点化されていた｡こ

こにはこの10年,就労支援が課題化される時代性があっ

た｡しかし,個別移行支援計画として開発されたことは,

今後の展望を考えると全ての生徒に適用できる可能性を

持っている｡

'2)研究開発d)契機

個別移行支援計画が研究開発された直接的契機は,吹

の3点に整理できるだろう｡ 第一に,｢個別の就業支援

計画｣の構想が ｢21世紀の特殊教育の在り方｣報告で提

起されていたことである｡ 個別移行支援計画の名称のも

とで研究開発されてきたが,この契機から就業支援とい

う観点は,関係者につよく意識されていた｡第二に,研

究開発に携わった関係者に,新たな進路指導実践を開拓

しようとする問題意識があったことである｡ それは進路

学習の実践を開拓 しつつ,アメリカ合衆国の■ⅠTP (個

別移行計画)にも関心を培っていたことである｡つまり,

移行支援という観点も一方でつよく意識されていた｡第

三に,関係機関が連携 して就労支援するネットワークづ

くりへの問題意識である｡ それは ｢就労支援システムに

おける学校の役割｣に象徴されるように,障害者支援の

方策が関係機関の連携 ･ネットワークという時代のキー

ワードになっていたことも反映している｡個別移行支援

計画の開発では,開発経過で見てきたように,一貫して

関係機関との連携も課題化して取り組まれてきた｡それ

は個別移行支援計画と関係機関の連携 ･ネットワークが

車の両輪のような関係にあるからである｡

3)連携するためのツールの開発

研究開発された個別移行支援計画は,関係機関が連携

して支援するためのツールであることが特徴であり,悼
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個別移行支援計画(1)

書式 f8)

年 組生徒氏名

迎 粍 相 談 の 記 録

日 付 l 出 席 者 形態(場所T) 内 容
t

① 当初の進拍希望に関する相故内容を記入 しますo

関 (児童相談■@ 校内での相談の記録だけでなく､関係

.所､福祉事務所､地域障害者職業センター､就労支援機
一 モ

i

本 人 の野 望. ② 入学当初の相談の内容に基づき .生徒 .保護者の希望を記入 しますo

就労に向けて､JJi従､保証者の希望をもとに考えられる文挟計画

卒業後の生活を

目視 した員棲 :

1年間の百様 :

③ 生徒 ･保護者の希望に基づ

き､3年間の目標を立てます｡

④ 3年間の目榛に基づき､

年度内の目標を立てます｡

学 習 場 而 具 体 的 な 潮! 超 手 立 て ･ 配 慮 事 項

⑤ ④の目､榛から､各支

援を行う具体的な学習

場面 を記入 します｡

(具体的には､作業学

習､進路学習､日常生

活の指導､各教科等)

⑥ 各学習場面での具体

的な課題 (なってほ し

い姿)を記入 します｡

⑦ 具体的な課長引こ対 し

ての支援の手立てや配

慮事項を記入 します｡

⑳) 年度末に､年度当初立て

た目標や支援内容について

評価 し､記入 します｡

イ ン タ ー ン シ ッ プ の ま と め

仕事内容 :

⑤l実習を終えての生徒の評価を記入 します｡

保護者の評価 ⑳実習を終えての保護者の評価を記入 します｡

⑧ インターンシップの記録

を記入 します.現場実習が

行われない年度は､校内実

習の様子を記入するか､無

記入でも構いません｡年度

内に複数回実習を行う隙は

この欄を自由に増やすこと

可能です｡

【社会生活面】

実 習 評 価 の

ま と め

【作業面】

【対人関係面】

【その他】

礎) ⑧から⑪ までの内容を踏

まえ､今後のインターンシッ

プの方針を立て記入 します｡

⑪ ここでは､実習を行った各事業所からの評価表や巡回の

際に記拝 した内容を記入 します｡

【社会生活面】では､実習中の家庭生活での様子､休日 ･余

暇の過ごし方､通勤等を記入 します｡

【作業面】では､実習中の作業能力 (巧轍性､集中力､持続

力､安全､体力､理解力等)を記入 します｡

【対人関係面】では､コミュニケーション､あいさつ ･返事 ･

報告､言葉遣い等を菩弓入 します.

【その他】では､前述の項目以外の事柄や関係機関との連携

の様子を記入 します｡
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内海 :養護学校進路指導における ｢個別移行支援計画｣の開発

個別移行支援計画(2)【記入例】
書式 Ⅱ 9)

本人のプロフィール 記入者 ( **** )

氏名 **,i''* フ軒 ナ **** /男 生年月日 昭和 .年 一):l H

女

住所 〒 連絡先

保護者 **** 拝 所 〒 連絡先

出身校 ****衰護学校 担当 連絡先

将来の生活についての希望

将来は､家庭から出て､アハ〇一トでの生活-移 り､結婚 したいoそのためにも､仕事では､できる仕事内

容が増え､体力がついたら1日8時間働き､給料が上がるようにしたV､o

☆私が望む支援の優先順位

･アハO-ト生活ができるようにしてほしいo

･仕事を早くおぼえて､1日8時間働けるようになりたい○

･休 日にスポーツ等ができる友達がほしいo

必要と思われる支援内容

･将来の希望する生活に向けて､通勤寮の利用からグループホーム.ア/(I-ト-の移行を考えたい,,また､､

一人暮 らしに向け､家庭で食事の準備片づけ､掃除､洗濯等のp日常生活の技能を身につける機会を持つ

ようにしたいo

･仕事については､本人の体力を考えて､1日6時間でスタートするが､就職後 しばらく様子を見た上で､.勘
務時間の延長について就職先に検討 してもらうo

一休 日の仲間との余暇活動を考え､地域の青年学級-の参加を勧めたいo

具体的支援

家庭生活 進路先の生活 ､余暇 .地域生活 医療 .健康 とI-_JI身学校叫i掩lJ

担当者 :保護者 担当者 :.(樵)串 担当者 :.**青年学 担当者 :*串病院医 担当者 :元祖任*

連絡先 : ***主任 級担当者 節 (主治医) **
内容 :休 日には､食 連絡先 : 連絡先 : 連絡先.: 連絡先 :

辛 .洗濯等の手伝い 内容 :就職後の勤務 内容 :青年学級-の 内容 :.やや太り気味 内容 :関係機関と■

をするo毎 日､帰宅 状況を見て勤務時間 参加状況を把握 し､ であり､成人病の心 の連絡を取り､本

後の様子を見守 り､ の延長を検討するo 職場での悩み事など 配もあるため､定期 人の希望する女援

仕事 の様子 をつ か 担当者 :**区就労 があれば､学校関係 的に健康診断を受け について相談会議

む○ 支援センター**指 者または保護者へ連 るo を設定するO粍碓

担当者 :碍祉課ケ- 導員 路をするo 者及び事業所との

スワーカー 連絡先 : 連絡を取り､就職

連絡先 : 内容 :事業所の定期 直後の様子につい

内容 :通勤寮-の申 訪問を通しで体力面 てていねいに状況

込手続きをするO ･技能の習得状況を把握するo を把握する.

以上の支援計画について了承しました｡

平成 年 月 日
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格である｡個別移行支援計画(1)は,在学中の支援計画

であり,計画的に将来設計を培っていくための計画であ

る｡ この支援計画を関係機関が連携することにより,荏

学中の地域生活が充実したものになる｡ 個別移行支援計

画(2)は,本人 ･保護者の希望 ･ニ ーズを関係機関が連

携して総合的に支援していくための計画である｡つまり,

関係機関が連携することは,共通理解 (ニーズ･支援方

法等)し,役割分担することであり,そのためのツール

が個別移行支援計画である｡ このように個別移行支援計

画の研究は,支援のための環境整備であり,連携するた

めのツールの開発であった｡連携するためのツールとい

う特徴 ･性格は,個別の教育支援計画と基本を同じもの

としている｡

4)課題としての在学中の支援計画

在学中の支援計画である個別移行支援計画(1)は,そ

の主な内容は進路相談と現場実習 (インターンシップ)

から構成されている｡ここには,実習的活動を中心とす

る伝統的な進路指導観がつよく反映されている｡ 新たな

進路指導は,進路学習 ･現場実習 ･進路相談という実践

的枠組みから主体的な進路選択と社会参加を促そうとし

ている｡ このような新たな進路指導の観点からすると,

開発された個別移行支援計画では進路学習の位置づけが

全体的に弱い傾向にある｡ 主体的な進路選択と社会参加

を促し,主体として個別移行支援計画を活用していくた

めには,在学中の支援計画に進路学習を明確に位置づけ

ていくことが必要である｡ そのことにより,本来の意味

で当事者を育て,当事者が活用する支援計画となる.0

5,おわりに

個別移行支援計画は,全国特殊学校長会ゐ啓発及び個

別の教育支援計画の一環に位置づけられたこと豆より,

短期間に全国的な普及を見せている｡ しかし,個別移行

支援計画の基本的な特徴や意味が必ずしも正確に理解さ

れておらず,個別移行支援計画という実践様式だけが普

及している傾向があるのも事実である｡

このような状況のなかで,東京都教育庁指導部は個別

の教育支援計画の構想にあたり,個別の指導計画と個別

移行支援計画の関係を再構築している｡ そこでは個別の

教育支援計画を個別移行支援計画と同じ連携のツールと

理解し, 1枚の書式にまとめている｡ また,在学中の個

別移行支援計画(1)を個別の指導計画の一部に位置づけ,

｢個別の進路指導計画｣とした｡そして,卒業後の個別

移行支援計画(2)を ｢個別移行支援計画｣とし,個別の

教育支援計画の一部に位置づけている10)｡なおその後,

個別の進路指導計画は ｢進路相談 ･進路学習 ･インター

ンシップ (実習)｣から構成 し,主体的な進路選択と社

会参加を促す進路学習を明確に位置づけた｡就業支援の

方策として独自に開発された個別移行支援計画であるが,

個別の教育支援計画や個別の指導計画との関係のもとで

再構築し,実践的に活用することが求められている｡
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